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1．はじめに

　近年，企業を取り巻く環境の厳しさが増し，個々の企業が単独で環境に適応

していくことがますます困難になってきている。こうした状況の下に積極的に

適応していくには，創造性と効率性の同時遂行が求められる。つまり，迅速か

っ継続的なイノベーションの創出だけでなくコストやリスクの最小化が同時に

求められるのである。しかしながら，企業がそれらを単独で追求することは困

難であり，他社や他組織と協力関係を形成することで，環境に適応しようとす

る必要があり，またそのような動きが活発になってきている。

　このような企業の外部資源の利用において，特に，研究開発活動をすべて自

社内部で行うことは困難になってきている。なぜなら，情報通信やバイオテク

ノロジーに代表されるように，今日はテクノロジーの変革期といえ，多くの大

学や研究機関，ベンチャー企業のような新規参入企業によって様々な研究成果

が次々と生み出されている。したがって，企業は，より多くの資源を外部から

利用することで，研究開発活動の成果を高めることが重要になってきている。

　しかしながら，このような企業の外部資源の利用に関して，様々な研究がな

されているものの，企業間で異なる外部資源の利用パターンがどのように経営

成果に結びっいているかにっいて，十分な考察がなされているとは言い難い。

本稿の目的は，企業の外部資源の利用に関する類型化を行い，外部資源の利用

が収益性に及ぼす影響に関して考察することである。具体的には，ユ970年代

後半から今日に至るまでの日本の医薬品産業を分析対象として取り上げ，新薬

の種である化合物の発見・開発が自社であるか他社であるかによって各社の医

薬品を分類し，他社から導入した製品の割合が収益性に及ぼす影響を考察して

いる。
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　本稿で明らかにされる発見事実を先取りして言えば，次の3点にまとめられ

る。第一に，自社開発品の割合が高い企業の収益性が高い。第二に，外部資源

の利用が高い企業の収益性は，ユ990年代に入り向上している。第三に，外部

から導入した製品の売上に大きく依存するような場合，80年代後半から90年

代半ばまでは，高収益を上げることができたが，現在においては，収益性は悪

化している，ということである。分析対象期間を通じて，外部資源を利用しな

い独立的な企業は高収益であり，外部資源を多く利用し依存的な企業の収益性

もまた分析期問中を通じて高くなってきている。このことから，医薬品産業に

おいて，外部資源の利用と収益性という観点から見た場合，低利用か高利用が

という2つのタイプが好ましいタイプであるということができる。

　本稿の構成は以下のとおりである。次節で，企業の外部資源利用に関する研

究や企業の戦略タイプに関する既存研究を検討し，本稿の枠組みを示す。第3

節では，日本の医薬品産業を用いて，本稿の議論を具体的に検討する。第4節

で，分析結果に基づく議論を展開し，最後に残された研究課題を示して結びに

かえるも

2．既存研究の検討

2－1　問題の所在

　前節で述べたように，企業は，外部資源を利用して事業活動を行っている。

そして，この企業の外部資源利用については，さまざまな観点から考察されて

きた。しかしながら，この企業の外部資源利用に関する議論は，企業の境界に

関する議論と提携や戦略的提携と呼ばれる議論に大きく二つに分けることがで

きる。

　まず，企業の外部資源の利用については，企業の境界という組織の経済学に

おける重要なテーマであった（C。。s。，1937；W皿盆m．on，1975）。つまり，原材料

の調達，生産，販売・流通という価値連鎖（p0ft・f，1985）の中で，どの業務を

自社が担当し，．どの業務を他社に担当させるかという選択の問題である。この

企業の境界に関する研究は，外部調達あるいは内部化という意思決定の決定要

因を探求する研究であり，取引費用に関する変数を説明変数とした離散選択モ

デルを用いた実証研究である（Pi・・no，1990；Ang・nd　S枷ub，1998；G・ユ・せ・nd
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Singh，1998；L．ib1．b．nd　M㎜町2003）。これらの研究は，内部化（外部調達）

の程度と成果との関係については扱われていない。

　この企業の境界と成果との関係に着目した研究も存在する（Afu・h，200王；

L・ibHn，R・u・f・nd　D・1・…，2002）。しかしながら，これらの研究は技術的な成果

（性能あるいは価格一性能比）との関係の考察であり，わずかにAfu・h（200ユ）

が市場シェアとの関係を考察しているだけである。したがって，企業の境界の

選択が，企業の経営成果にどのような影響を与えているかについての考察は十

分に蓄積されているとは言い難いと思われる。

　次に，提携あるいは戦略的提携の議論についてみると，提携の動機に関する

研究や組織間学習に関する研究，ガバナンス構造に関する研究がある。このう

ち動機研究とは，提携が行われる動機を，上述の取引費用的視座や戦略的行動

視座，組織論的視座（K．guち1988）の3つを理論的根拠に検討するものである。

特に，組織論的視座は，H・m・1（1991）によって組織間学習の概念が提示され

て以降，多くの研究がなされている。最後に，ガバナンス構造に関する研究は，

企業間関係における信頼の重要性を指摘（Smith，C且mu・nd　A・hf・・d，1995）し，

信頼による良好な関係性の構築と維持に力点が置かれている・したがって，提

携に関する研究の多くは，理論的なフレームワークの提示や個別事例による実

態分析が中心であり，提携の成果についての分析を行った研究は相対的に少な

く，提携の成果についての検証が必要である。

　以上をまとめると，企業の境界に関する議論にしろ，提携に関する議論にし

ろ，各企業がどの程度外部資源を利用しているのか，どのような様態であるの

かという観点の議論や企業の外部資源の利用と経営成果に関しては十分な検討

がなされていない。そこで，本稿では，企業の外部資源利用について，利用の

程度という観点から企業の外部資源利用の様態に関するグループ分けを行い，

戦略タイプと経営成果に関する知見を踏まえながら，企業の外部資源利用と経

営成果との関係を検討する。

2－2　戦略タイプに関する議論

　戦略論の分野において，多くの研究者が様々な形態の戦略類型を探求し，提

供している。代表的なものとして，㎜。s．ndSnow（1978）やPo．t。。（！980）の戦

略類型が挙げられる。このうち㎜…　nd　Snow（1978）は，①企業者的問題，②
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技術的問題，および③管理的問題という3つの基本的な問題を解決する適応サ

イクルを形成し，この適応サイクルを通じて，①防衛型，②分析型，③探求型，

および④受身型の4つのタイプに企業を分類するというフレームワークを提示

した。しかしながら，戦略は環境と密接に関連しており，戦略の決定は条件依

存的な面があることが指摘されている（例えば，p0ft・正，ユ980）。企業が直面す

る状況によって，好ましい戦略が異なる。したがって，状況に応じて企業が選

択する戦略が異なり，特定の戦略を採用する企業が多かったり，あるいは逆に

少なかったりということが生じる。つまり，環境の違いによって戦略タイプの

分布が異なることが示唆される。

　この㎜…　nd　Sn・w（1978）の戦略タイプと環境との関係も，産業間による戦

略タイプの分布の格差によって説明する試みが，多くの研究者によって検討さ．

れている（Snow　and　H士・bi曲k，ユ980；Hamb正ick，1983）。これらの研究によれば，

各産業によって，各タイプに所属する企業の数に違いがあるこ・とが報告されて

おり，環境によって戦略タイプが異なることが示唆されている。

　先行研究が指摘するように，環境の相違によって選択される戦略タイプの分

布に差異が生じるのであれば，単一産業においても環境変化に伴って戦略タイ

プの分布に変化が生じていることが考えられる。しかしながら，先行研究は，

一時点における産業間比較の分析であり，単一産業による時系列分析ではない。

したがって，環境の変化に伴う戦略タイプの分布の変化については十分な検討

がなされていない。単一産業における環境の変化に伴って，戦略タイプの分布

が変化するという視点での分析によって，環境と戦略タイプの関係性について

得られる新たな示唆があると考えられる。既存の研究では，この点の考察が十

分ではないと考えられる。

　次に，戦略タイプと経営成果との関係についても議論がなされている。例え

ば，M1…　nd　Snow（1978）では，防衛型と分析型，探求型の3タイプは，受身

型よりも好業績であるしている。この点について，S㎞へGuth．i。丑nd　Ch．n

（1989）は支持する結果を報告し，逆に，Snow．nd　Hf．bid．k（！980）は否定す

る結果を報告している。また，㎜。・・nd　Snow（1978）は，防衛型と分析型，探

求型の3つのタイプは同程度に効率的であるとしている。この点について，

Smi出，Gu舳・・nd　Ch・n（1989）は支持する結果を報告し，逆に，H・mb・i・k（1983）

は否定する結果を報告している。このことから，戦略タイプと経営成果との関
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係について更なる検討を加える余地があると考えられる。

2－3　本稿の分析枠組み

　以上の議論を踏まえて，本稿では，企業外部の資源利用の観点からいくつか

のタイプに企業を分類し，そのタイプの分布の時系列的な変化を観察すること

で，環境の変化と戦略タイプの関係性を考察し，戦略タイプと経営成果との関

係を検討することにする。以下では，企業外部の資源の利用の観点からのタイ

プ分けについて検討する。

　本稿では，企業外部の資源の利用について，どの程度利用しているのかとい

う点に着目して分類する。具体的には，2つの方法でその程度を捉えることに

する。第一に，利用している資源の多様性という観点から，数量的に捉えると

いう方法がある。つまり，多数の必要資源のうちの外部から調達している数に

よって利用している程度を捉えることができる。第二に，外部から調達してい

る資源一ﾌインパクトによっても捉える必要がある。なぜならば，数量的に捉え

るということは，本質的に異質な資源を同列に扱うことになり，外部調達の資

源と内部開発の資源のそれぞれの価値という重要な側面を捉えることができな

い。このような場合，資源の価値を反映したデータを用いる方が有意義である

と考えられる。

　したがって，本稿では，上言己の利用資源の多様性と利用資源のインパクトと

いう2つの次元を掛け合わせた4つの外部資源利用のタイプに企業を分類する。

図1企業外部の資源利用のタイプ

利用資源の

インパクト

犬

小

特定資源利用型

低利用型

低

高利用型

多種資源利用型

同

利用資源の多様性

図1に示されるように，多様性をX軸に，インパクトをY軸にして；それぞ

れの高低によって4つのタイプに分ける。まず，一両方の指標が高い右上の企業

は，＜高利用型＞の企業であり，様々な資源を外部から調達し，そのインパク
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トが大きい企業である。逆に，両方の指標が低い左下の企業は，＜低利用型＞

の企業であり，外部から調達している資源は少なく，またインパクトも小さい

企業である。そして，X軸の多様性が高くて，Y軸のインパクトが小さい右下

の企業は，＜多種資源利用型＞の企業であり，様々な資源を外部から利用しつ

っもそのインパクトは小さい企業である。最後に，X軸の多様性が低くて，Y

軸のインパクトが大きい左上の企業は，＜特定資源利用型＞の企業であり，ご

くわずかな資源だけを外部から利用しているけれども，そのインパクトは大き

い企業である。

　このような戦略タイプと環境との関係については，環境変化が緩やかであり

リスクρ少ない場合，低利用型が志向され，逆に，環境変化が厳しくリスクの

高い状況になると高利用型が志向されると考えられる。なぜならば，極めて不

確実性が高く，要求されるスピードが速いという環境下では，競争優位の源泉

は固定的ではなく，新たな源泉を次々と求める必要があり，そこで有効性をも

た一らす可能性がある戦略としては，企業の外部資源の積極的利用があると考え

られるからである。有効な経営資源を蓄積するためには，多大な投資とリスク

が伴う。しかも，仮に経営資源の蓄積が実を結んだとしても，外部環境が激し

く変化する状況では，その優位性を持続することは難しい。したがって，中長

期的な視点から経営資源を自社内に蓄積することを重視するよりも，企業の外

部に存在する経営資源をいかに有効に活用していくかが，より重要な問題とな

るのである。

　しかしながら，このような利点が想定される外部資源の活用を中心とする戦

略にも，問題は存在する。当該企業にとって中核となる経営資源を他社に依存

することにより、伊に製品市場で優位性を獲得したとしても，自社の立場が相

対的に弱まる可能性である。したがって，外部の経営資源の利用の程度が低い

場合，利用していてもそのインパクトが小さい場合，すなわち低利用型や多種

資源利用型のターイフの経営成果が高いと考えられる。

3．事例分析：日本の医薬品産業

3－1　分析対象（医薬品産業の特徴と変化）

一般に，医薬品産業は，新薬の開発成功率は，極めて低い。また，バイオテ
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クノロジーの登場により，大学やベンチャー企業において多種多様な医薬品関

連の研究成果が生み出されている。このような状況において，医薬品関連産業

の企業にとって，他社との連携はメリットの多いものになっている。例えば，

大企業にとっては，大学やベンチャー企業の最先端の研究成果，中小企業の研

究成果を開発し製品化・事業化するメリットがある。一方で，大学・ベンチャー

企業，中小企業からすれば，規制により複雑な臨床試験や承認申請手続き，マー

ケティング活動を自社で行うようにするには，時間も費用もかかるので，既に

そのような活動を行っている企業との提携はメリットがある。実際，日本の製

薬企業は欧米企業に比べて提携を多く利用していることが示されている

（Pisa血。，1990）。

　さらに，この医薬品の研究開発には，通常10～20年の歳月を必要とし，そ

の費用は100億円以上であり，失敗プロジェクトを含めれば成功晶1っあたり

200～300億円以上といわれている（中島，2001；山口，2001；桑嶋，2006）。

したがって，多くの製薬企業は，成功確率の向上と研究開発費の節約，様々な

疾病・器官への対応，先端技術への接触等の理由から，自社開発だけでなく外

部資源を利用して，複数のプロジェクトを同時並行的に行う一方で，新薬候補

化合物の製晶化の可能性や疾病の適合性，市場での競合度を検討しながら，徐々

に有望なプロジェクトを絞り込んでいくという手法を取っている。つまり，多

くの企業が外部資源を利用しており，分析対象として好ましい。

　次に，分析対象期間を！970年代後半から2002年までとしている。なぜなら

ば，この時期の日本の医薬品産業は大きく変化した時期だからである。日本の一

医薬品産業は，1961年の国民皆保険制度により医療用医薬品の市場は急速に

拡大していた。一方で，日本の製薬企業の技術レベルは高くはなく，外国の製

薬企業からの導入品が中心であった。また，1976年の特許法の改正まで製法

特許のみが認められていた。故に，日本の製薬企業の基本的な戦略は，優れた

外国企業の医薬品の探索と製法の開発であり，自ら新薬を開発する点は重視さ

れていなかった。

　しかし，ユ980年代に入り高騰する医療費を抑制する目的で保険の支払価格

である薬価基準が順次引き下げられるようになった。特に，1990年代に入る

と薬価基準はいっそう引き下げられるようになり，これは長い年月をかけ多額

の費用をつぎ込んで開発した医薬品の収益性が急速に低下することを意味する。
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また，外国企業も1984年末にチバガイギーが武田薬品工業と藤沢薬品工業と

の販売提携を解消し独自の販売体制をとったように，外国企業が積極的に日本

国内で独自の活動を取るようになった。これらは，医薬品産業において，競争

が激化することを意味する。さらに，ユ976年の特許法の改正により物質特許

が認められたことで，特許保護対象の製法を回避することで新薬開発企業と同

一の分子構造を有する薬品の製造・販売は困難となり，他社の新薬開発にフリー

ライドすることは不可能となった。これらの変化は，本質的に不確実性が高く，

新薬開発に時間を要する医薬品産業において，要求されるスピードが遠くなっ

たと考えられる。以上より，ユ970年代末～1980年代初頭にかけて日本の製薬

企業は，経営のあり方を見直す必要があったと考えられる。

　このとき，製薬企業の選択肢としては，まず，一自社開発か他社からの導入か

の大きな2つの選択肢がある。そして，主力商品を自社開発晶にするか導入品

にするかという選択肢があると考えられる。つまり，①すべての主力製品の自

社開発，②すべての主力製品の導入という選択肢以外に，③自社製品の補完的

な目的でのみの導入，④補完的な目的でのみ自社開発を進める，という4つの

選択肢が存在する。つまり，本稿が提示した外部資源の利用に関する4つのタ

イプを選択することが求められていた。

3－3　分類方法

　各企業が販売している医薬品のうち，各薬品の新規有効成分を発見した企業

（オリジン）が自社か他社かによっ．て，外部資源を利用しているか否かを判断

する。つまり，オリジンが自社であれば外部資源を利用しておらず，逆に，オ

リジンが他社であれば外部資源を利用していると判断す乱

　前節で提供した外部資源の利用に関する2つの指標のうち，利用資源の多様

性指標は，企業が扱っている全医薬品の製品数（製品ラインアップ）の中に占

めるオリジンが他社の製品の割合をもちいる。これを「製品数べ一スの導入比

率」と呼ぶ。特定の医薬品は，特定の疾病を治癒するためのものであり，他の

疾病について効果がない。また，同一の疾病に対する医薬品であっても，それ

ぞれの医薬品の化合物は異なり，また作用機構なども異なることから，各医薬

品はそれぞれ別の資源として扱うことができる。

　もうユつの指標である利用資源のインパクトについては，企業が扱っている
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全裂晶の売上高に占めるオリジンが他社の製品の売上高の割合を用いる。これ

を「売上高べ一スの導入比率」と呼ぶ。つまり，利用している資源の売上高が

当該企業の全売上高に占める割合を持ってインパクトをとらえるということで

ある。この2つの導入比率を用いて，多様性をあらわす製品数べ一スをX軸

に，インパクトをあらわす売上高べ一スをY軸にして，前節のタイプに各企

業を分類することができる。ここで，各指標の高低・大小を決める基準につい

ては，それぞれの指標の各年の平均値を用いて決することにする。

3－4　データ

　本稿が提示する指標の算出に必要となる各企業の医薬品の売上高は，国際商

業出版『製薬企業の実態と中期展望」に言己載された「医薬品売上ランキング」

を用いる。ただし，この売上高ランキングは，全ての薬効，薬品について記載

されているわけではない。したがって，本稿の分析は，このランキングにラン

クインした医薬品に限定して行われていることに留意してほしいω。

　分析対象企業としては，一般に医療用（医家向け）の大手主要企業，中堅企

業といわれる企業が中心である。しかし，上記の売上ランキングに5品目未満

しかランクインされていない企業は対象にしなかった。また，萬有製薬は，

ユ982年にメルクの傘下になっているため除外した。そのため分析対象となる

企業は以下である。大手主要企業として，工一サイ，小野薬品，三共，塩野義，

第一，大日本，武田，田辺，中外，藤沢，山之内の言十11社である。中堅企業

として，科研，キッセイ，セリア，富山化学，日研化学，日本新薬，持田の計

7社であ孔他産業からの参入企業・大衆薬中心の企業として・協和発酵・日

本化薬，大正，大鵬の計4社である。したがって，合言十22社を分析対象企業

としている。

　分析期問は，5年間隔で1977年，1982年，198丁年，ユ992年，1997年，2002

年とし，各企業の財務データについては，『日経NEEDS』を用いる。

3－4　分析結果

　各企業の戦略タイプの分類結果は，表！にまとめられている。1977年時点

では，多くの企業が高利用型（8社）と低利用型（12社）に分類される。高利用型

には，武田や三共，藤沢といった大手主要企業が分類され，低利用型には，科



10 一橋研究第34巻3号

研，キッセイ，持田など多くの中堅企業が分類されていることが特徴である。

1982年になると，低利用型の企業の数が減り，科研が高利用型へ，武田と中

外が多種資源利用型へと移動しているけれども，全体としては高利用型と低利

用が他の2つのタイプに比べて多くの企業が分類されることに変わりはない。

87年になると，低利用型の企業はさらに減少し，特定資源利用型と高利用型

の企業数が増加している。特に，日本化薬や日本新薬，持田といった中堅企業

が，外部資源を利用するようになりそれぞれタイプを変更してい乱1992年

になると，低利用型は減少し，特定資源利用型や多種資源利用型の企業数が増

加している。特に，三共や藤沢といった大手企業が，利用している外部資源の

インパクトを低下させる一方で，中外や第一といった大手企業が利用資源のイ

ンパクトが増加した。そして，これ以降，各タイプのメンバニに違いはあるも

のの，各タイプの企業数はほぼ一定となっている。このことは，ユ990年代に

入り，戦略タイプのトレンドが固定化したことが示唆される。
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表1　日本の製薬企業の外部資源利用のタイプ

局利用 特定資源利用型 多種資源利用型 低利用
1977 三共 協和発酵 山之内 工一ザイ

塩野義 小野
ゼリア 科研
大正 キッセイ
大日本 第一
武田 大鵬
田辺 中外
藤沢 富山化学

日研化学
日本化薬
日本新薬
持田

1982 料研 鵠和発酵 武田 工一ザイ
三共 中外 小野
塩野義 山之内 キッセイ
ゼリア 大鵬
第一 富山化学
大正 日研化学
大目本 日本化薬
田辺 日本新薬
藤沢 持田

1987 科研 日本化薬 武田 工一ザイ
協和発酵 持田 日本新薬 小野
三共 山之内 キッセイ
塩野義 第一
ゼリア 夫鵬・

大正 中外
大日本 富山化学
田辺
日研化学
藤沢

1992 科研 キッセイ 三共 工一ザイ
協和発酵 第一 大鵬 小野
塩野義 中外 武田 大正
ゼリア 持田 藤沢 富山化学
大日本 山之内 日本新薬
田辺
日研化学
日本化薬

1997 科研 キッセイ 三共 工一ザイ
協和発酵 第一 武目ヨ 小野
塩野義 大正 田辺 大鵬
ゼリア 山之内 中外
大日本 富山化学
日研化学 日本新薬
日本化薬 藤沢
持日ヨ

2002 科研 キッセイ 協和発酵 工一ザイ
ゼリア 第一 塩野義 小野
大日本 日研化学 武田 三共
日目辺 藤沢 富山化学 大正
中外 犬鵬
日本化薬 日本新薬
持田
山之内
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　以上より，日本の医薬品産業の25年間を観察すると，環境変化によって，

企業によって選好される戦略が異なり，それに伴って戦略タイプのトレンドも

変化することが示唆される。基本的に，中堅企業は低利用型から高利用型へ，

大手主要企業が高利用型から低利用型へというトレンドが存在したということ

ができる。

　次に，戦略タイプと経営成果との関係を検討するために，経営成果として，

各企業の売上高営業利益率（ROS）を求め，戦略タイプごとに平均ROSを算

出する。

図2外部資源利用のタイプと収益性

外部資源利用のタイプと収益性
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これら4つのタイプの平均売上高営業利益率の推移を表したものが，図2であ

る旧コ。まず，1977年時点では，多種資源利用型を除いたほかの3つのタイプの

平均ROSに大きな格差はない。その後，低利用型のROSは向上していく。ま

た，1980年代後半から1990年代半ばにおいて，特定資源利用型のROSは向

上していくけれども，現在においてROSは低下している。次に，高利用型は，



企業の外部資源の利用の諸類型と経営成果 ユ3

ユ980年代から1990年代初頭にかけてROSを低下させたけれども，1990年代

半ば以降，上昇に転じている。最後に，多種資源利用型は1990年代までは，

相対的に高いROSを記録していたけれども，現在では最もROSが低くなって

い孔このことから，外部資源を利用するよりも，自社での内部開発の方が有

効であるといえる。しかしながら，多種資源利用型や特定資源利用型の外部資

源利用よりは，高利用型のほうがROSは高くなっている。ゆえに，低利用型

あるいは高利用型いずれかのタイプが収益性の観点からは好ましいと考えられ

る。

4．議論とまとめ

4－1　議論

　本稿は，約25年間の日本の医薬品産業を用いて，企業の外部資源の利用の

観点から戦略タイプを分類し，環境と戦略タイプの関係，戦略タイプと収益性

の関係を検討してきた。日本の製薬企業は，その環境変化によって，選好する

戦略を変え，産業全体として戦略タイプのトレンドは変化した。しかしながら，

1990年代になると，戦略タイプの構成企業に変化はあるものの分布自体は固

定的になっている。これは，1970年代後半から1980年代初頭の環境変化の初

期段階において選好された戦略タイプヘの移動等によって1980年代は分布が

変化したものの，1990年代になると選好された戦略タイプヘの移動が完了し

たことで動きが減少したと考えられる。このことは，環境によって戦略タイプ

が異なること，各時点で戦略タイプにはトレンドが存在することが示唆される

と同時に，戦略タイプの変更には多くの時間を要することが示唆され乱

　次に，戦略タイプと経営成果との関係については，低利用型の収益性が安定

的に高い水準を維持し，全体として上昇傾向にある。一方で，高利用型は，当

初は低利用型との間の収益性格差はあまり大きくなかったけれども，その後

1980年代は収益性が低下し，1990年代になって上昇している。高利用型の構

成企業は，1977年と2002年では大きく異なり，他の戦略タイプからの移動企

業が，適切な事業活動が行えるような資源を蓄積しながら，様々な技術的な問

題や管理上の問題を解決することには時間を要し，適切な事業システムが構築

されたことでようやく収益性が上昇に転じたと考えられる。
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　このことから企業の外部資源利用と経営資源との関係性について示唆を得る

ことができる。一般的に，有効な外部資源の利用とは，各々の当事者が保有し

ていない経営資源や能力が相互に補完的な関係にある場合だといえる。このよ

うな外部資源利用が成立している状況において，補完的な関係にある経営資源

が同等に有効なものであるならば，問題は生じない。しかしながら，価値があ

り（v乱1u乱b1・），稀少で（雌。），模倣困難である（id㎞t．b1。）といった資源べ一ス戦

略論から示唆されるような属性（B・m・y，1991；R帆B・m・y・nd　Muh・m礼2004）

を有する経営資源は当該産業の属性などに応じて限定されており（I脅ng・nd

Z・i出・mユ，2001），当事者双方の企業が保有するとは限らない。

　つまり，資源供給企業に対して「持続可能な競争優位」をもたらす経営資源

を依存する一方で，自社からはその種の経営資源を提供できない状況にあれば，

そのような企業は相手方企業との間で弱い立場に立たされる。そのような外部

資源利用は継続するとしても，その優位性からもたらされる収益は，古典的な

産業組織論に基づく分析枠組みが示唆するように，当該企業には高い収益をも

たらさないのである。このような点からは，企業外部の経営資源を活用しよう

とする戦略は，迅速な対応を可能とする一方で，自社の中核的な経営資源や能

力を他社に依存する状況で生じるリスクも負っているということがいえる。

4－2　今後の課題

　本稿は，企業の外部資源の利用と経営成果について，外部資源利用に関する

グループ分けを行いながら検討してきた。最後に，本稿では触れられなかった

点を指摘して結びにかえる。第一に，本稿は，外部資源の利用と経営成果につ

いて検討してきたけれども，経営成果には外部資源の利用以外にも様々な要因

が影響を及ぼす。したがって，そのような要因をコントロールした上での検討

が必要である。

　第二に，上述のように戦略タイプと経営資源」との関係性については，十分に

検討することができなかった。戦略タイプと各タイプに一とって重要な内部資源

や能力，その蓄積といった点について考察することによって意義深い示唆が得

られると考えられる。

　最後に，本稿では，戦略タイプの収益性を検討してきた。しかしながら，各

戦略タイプの構成企業は変化しており，企業固有の要因がタイプ全体の収益性
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に影響を及ぼしている可能性がある。したがって，企業ごとのタイプ変化と収

益性について検討する必要があると考えられる。

　　以上のような点が本稿の限界および問題点であり，今後の課題としたい。

＜参考文献＞

Afuah，A。（200ユ）“Dymmic　Boundafies　of　the　Fim：Ate　Fifms　Bette士。ff　Be王ng

　　　Verせ。丑uy　Inte群乱ted　in　the　F邊〔o　of　a　Techno1ogic割1Change，”丁加ノm庇ηゲ

　　　Mm惚mmりm物4Vo1．44，No．6，pp．1211－1228．

Ang，S．且nd　D．W．Stmb（1998）“P正。ducdon且nd　T士ansacせ㎝Ec㎝omics且nd　IS

　　　　Outsouf〔bg：A　Study　of　the　U．S－B量n目ng　Indus町，”M∬2m肋吻，Vo1．22，

　　　No．4，pp．535－552．

Bam・y，J・B一（1991）‘P止m　f0sources　and　sust・ined　competitive庄dvantage’，∫m物ノク

　　　Mm惚mm名Vo1．17，No．1，PP．99－120．

Coase，R．H．（1937）“The　Nature　of　Pi士m，”Bcomm伽Vo1．4，No．16，PP．386－405．

Gu1ati，R．and　H．S王ngh　（1998）　“The　Arc㎞tectufe　of　Coope士ation：Mamging

　　　Coo正dimtion　Costs　and　ApP正。pfiation　Concems　in　Stmtegi〔　A㎜ances，”

　　　！am加加m励直Scチm”2m彬‘吻、Vo1・43，No・4，pp78ユー814・

Hambtick，D．C．（1983）“Somc　tcst　ofホe　effectiveness　and　function邊工乱tt士ibutes　of

　　　M■es　and　Snow’s　st倣egic　type，”！〃4物ゲMm郷肋e倣∫m物4Vo1．26，No．1，

　　　PP．5－26．

Hameユ，G。（1990）“Competition　F0f　Competencc　and　Intef－P趾血er　Le雅㎡ng　within

　　　Intemation最　S廿ategic　A㎜乱nces，”　S励惚分　Mm惚mm才∫mm4　Vo1．12（special

　　　i…。），PP．83－103．

King，A．W．and　C．P．Zeitham　（2001）℃ompetendes　and　Fifm　Pef石。rmancel

　　　Examining　the　Causa1Ambig㎡ty　Par盆dox’，S肋初。　Mm徽mm才∫m伽4Vo1．22，

　　　No．1，pp．75－99．

Kogut，B。．（1988）‘ユ。int　Vcn1］ユfes1Theoredc最且nd　Emp士ica1Pefspectives，”S伽妙。

　　　Mm徽mm∫mmσ4Vo1・9，No・4，pp－319－332。

桑嶋健一（2006）『不確実性のマネ．ジメントー新薬創出のR＆Dの「解」』，日

　　　経BP社．

Leib1cb，M．J。邑nd　D．］、M棚er（2003）“㎞Examj」］aせ。n　of　Transacdon一㎜d冊m一



16 一橋研究第34巻3号

　　　Leve口n刊ucnces　on　the　Ve士ticオBomdaties　of由e　Fifm，”S肋初。　Mm惚mm才

　　　∫mm4Vo1・24，No・9，pp・839－859．

Leiblein，M．J．，］．J．R巳uer　and　F．Da1s畳。e（2002）“Do　M・ke0f　Buy　Decisions

　　　Matte士P　The　In且uencc　of　Orga㎡za｛om1Govetmnce　on　Techno1ogica工Peff0f

　　　mance．”S棚嫁。　Mm個mm才∫m榊4Vo1．23，No．9，pp．817－833．

lM』es，Raymond　E．and　Chaf1es　C．Snow（1978）O偬m々肋。m／S肋広郷，S棚。励m，ma

　　　P”m∫巧McGfaw⊥H汕．

中島祥吉（2001）『薬を知りたい一割薬プロソェクトの現場から　』丸善

Pisano，G．P．（1990）“The　R＆D　Bound趾ies　of　the丘m：An　Empifica1an抑sis．”

　　　　ノ加〃∫加肋百〃me2謝切肋吻，Vo！．35，No．1，pp153一ユ76．

Po士t0f，M．E．（ユ980）Co仰励肋伊S棚広徽，New　Yo士k，The　Ffee　P士ess．

Portef，M．E．（1985）α仰〃肋苫ノ〃m広惚甜C陀冴ガ惚ma∫〃加φ〃惚S砂栃。r　p虐ψmmc吾、

　　　New　York　The　Free　Pfess．

Ray，G．，J．B．Bamey　and　w．A．Muh且nm（2004）℃apab汕des，Business　Processes，

　　　　and　Competitive　Advantage：Choosing　the　Dependent　V趾iabk　in　Empifica1

　　　Tests　of　the　Resource－Based　View’，S肋惚チ。　Mm個mmす∫m舳4Vo1－25，No．1，

　　　　PP．23－37．

smith，KG・三司一。・…u・・dsJ・A冊1d（1995）“1・…一・・d1…1・・g・d・・せ。・・1c・

　　　　operation，”ノmゐmゲMm惚mm才∫mm切4Voエ。38，No．1，pp．7－23．

Smith，KG．，J．P．Guthtie　and　MJ．Chen（1989）“Sttategy，size　md　pe正formance，”

　　　　　O㎎m伽肋m／S励肋4Voユ．10，No．！，pp．63－81．

Snow，C・C・邊nd　LG．Hfcbin㎡ak（！980）　“Strategy，出sdnctive　competencc　and

　　　　organi朋tion畳k　pef｛0fm舳。e，”ノa傲柵∫栃励1音S油m書2崩冴物吻、Vo1．25，pp317－335．

W㎜amson，O．E．（1975）Mn油㍑〃〃伽肋舳ノmク∫分maル肋m∫才物主mガm，New

　　　　York　The　Free　Press．

山口勇（2001）『新薬創製のためのホームラン打法」新興医学出版社．

o〕このランキングに記載されている薬効には，市場規模の大きな薬効は全て含まれていること，ま

　た，記載されている医薬品売上の合計は，2002年において，3兆7896億円であり，医療用医薬品
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　全体の市場が5～6兆円であることを考慮すれば，その約3分の2程度を占めており，全体の傾向

　としては，（言己載されていない小さな領域に極めて強い企業以外は）問題ないと考えられる。

（2〕各年で，多重比較でROSの平均値の差を検定している．以下で，有意であった組み合わせを紹

　介しておく．

　・ユ987年：低禾1j用型一高利用型（T・k・y，ユO％で有意）

　・王992年1低禾■」用型一高利用型（T口k．y，ユ％；S．h。圧。，5％≡B㎝f已tt。㎡．5％）、低利用型一補強型

　　（Tukoy．　10％）

　・1997年：低利用型一補強型（Tuk．y，5％；S．h．ff仁，5％；B。旋md，5％）


